
Ⅰ．貸  借  対  照  表

(平成２５年６月３０日現在)

　　（単位：百万円）

科      目 金     額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 ２４，９８２ 流 動 負 債 ２０，９９６

現金及び預金     １，２６２ 買掛金 １４，１８７

売掛金 ２，０５１ 未払金 ３，９５８

商品 １８，０７９ 未払費用 １，０７２

預け金 １，３０５ 未払法人税等 ３０９

前払金 ７ 未払消費税等 ２５６

前払費用 ６６０ 預り金 ８２７

一年内回収予定長期貸付金 １１ 前受収益 ３４７

未収入金 ３２３ その他 ４０

繰延税金資産 １，０６５

その他 ２２０

貸倒引当金 △ 　1

固 定 資 産 ３５，９２４ 固 定 負 債 ３，３２７

 有 形 固 定 資 産 ２４，４０５ 長期未払金 ２，７８７

建物 １１，５７１ 預り保証金 ４１３

構築物 ２７４ 資産除去債務 ２７

車両運搬具 ０ 環境対策引当金 ８５

工具器具備品 ３，１４６ 繰延税金負債 １５

土地 ９，４１４

 無 形 固 定 資 産 ６８０

借地権 ６５６ 負 債 合 計 ２４，３２３

ソフトウエア ２２ ( 純 資 産 の 部 )

その他 ２ 株主資本 ３６，３９４

資  本  金 ４，０００

 投 資 そ の 他 の 資 産 １０，８３９

投資有価証券 １，４９６ 資本剰余金 ５，５１６

関係会社株式 ４  資本準備金 ５，５１６

長期貸付金 ５８

長期未収入金 ２４７

長期前払費用 ４９ 利益剰余金 ２６，８７８

敷金保証金 １０，０９４  その他利益剰余金 ２６，８７８

破産更生等債権 ８ 繰越利益剰余金 ２６，８７８

その他 ３９１ 評価・換算差額等 １８９

貸倒引当金 △ １，５０８ その他有価証券評価差額金 １８９

純　資　産　合　計 ３６，５８３

資  産  合  計 ６０，９０６ 負債純資産合計 ６０，９０６

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

科      目 金     額



Ⅱ．損  益  計  算  書

自 平成２４年７月　１日

至 平成２５年６月３０日

（単位：百万円）

科            目 金           額

売上高 １３５，６８３

売上原価 １０３，５７０

売上総利益 ３２，１１３

販売費及び一般管理費 ３０，４２６

営業利益 １，６８７

営業外収益

受取利息及び受取配当金 １１４

受取手数料 ８２

為替差益 １９

貸倒引当金戻入額 ３５

その他 １４７ ３９７

営業外費用

支払利息 １１

その他 １４ ２５

経常利益 ２，０５９

特別利益

固定資産売却益 １

訴訟和解金 ３７

関係会社清算益 １２

債務免除益 １０

その他 ３ ６３

特別損失

固定資産除却損 ９７

店舗閉鎖損失 ４３

災害による損失 ７３

その他 ２６ ２３９

税引前当期純利益 １，８８３

法人税、住民税及び事業税 ２７７

法人税等調整額 △　２２８

当期純利益 １，８３４

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。



（単位：百万円）

株　　主　　資　　本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 株主資本

合計

当期首残高 ５,５１６ ２５，０４４ ２５，０４４

当期変動額

　当期純利益 １，８３４ １，８３４

当期変動額合計 １，８３４ １，８３４

当期末残高 ５,５１６ ２６，８７８ ２６，８７８

評価・換算差額等

純資産合計

　

 

当期首残高

当期変動額

　当期純利益

当期変動額合計

当期末残高

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

利益

剰余金

合計

資本金

資本

剰余金

合計

資本準備金

５,５１６

繰越
利益

剰余金

１８２

１８２

７ ３４，５６７

Ⅲ．株主資本等変動計算書

４,０００ ３４，５６０

自　平成２４年７月　１日

至　平成２５年６月３０日

１，８３４

評価・換算

差額等合計

１，８３４

４,０００ ３６，３９４

３６，５８３

２，０１６

１８２

１，８３４

１８９

１８２

１８９

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

１８２

７

その他有価証券

評価差額金

５,５１６



Ⅳ．個別注記表

（１）重要な会計方針に係わる事項

1.有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

（２）その他有価証券

　　　①時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　売却原価は主として移動平均法により算定）を採用しております。

　　　②時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法によって

算定）によっております。ただし、生鮮食品については最終仕入原価法、自動車販売事業につい

ては、個別法によっております。

3.固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　建物は定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　　　２ ～　５１年

構築物　　　　　　　　　８～　２０年

器具備品　　　　　　　　２ ～　２０年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

　　　額法を採用しております。

（３）リース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4.重要な引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

　　　ります。
（２）店舗閉鎖損失引当金

　　　店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる損失額を計上しております。

（３）災害損失引当金

　　　災害により被災した資産の復旧等に要する費用又は損失に備えるため、当事業年度

　　末における見積額を計上しております。

（４）環境対策引当金

　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により、PCB（ポリ

　　塩化ビフェニル）廃棄物処理費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる額を計上

　　しております。

5.重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

6.消費税等の会計処理方法
税抜方式を採用しております。



7.会計方針の変更に関する注記
(会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成２４年７月１日以後に
取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更し
ております。

この変更に伴う損益への影響額は軽微であります。

（２）貸借対照表に関する注記
　　　1.担保に供している資産及び担保に係る債務

　　　　（1）担保に供している資産

定期預金 ７ 百万円

建物 ２，３３１ 百万円

土地 ３，１３１ 百万円

敷金保証金 ３８１ 百万円

計 ５，８５０ 百万円

　　　　（2）担保に係る債務

未払金 １４ 百万円

長期未払金 ５５５ 百万円

計 ５６９ 百万円

      2.有形固定資産減価償却累計額 １６，０６１ 百万円

　　　3.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 １，４０８ 百万円

短期金銭債務 ５，６６１ 百万円

長期金銭債務 ３７３ 百万円

（３）損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引高

商   品   仕    入   高 ８，２８１ 百万円

販売費及び一般管理費 １，３０２ 百万円

営業取引以外の取引高 １１ 百万円

２．期末棚卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、棚卸資産評価損

が売上原価に４６７百万円含まれております。

３．減損損失の内訳

該当事項はありません。



（４）株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度末日における発行済株式総数に関する事項

普通株式 株

２．当事業年度末における自己株式の数に関する事項

普通株式 株

（５）金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
当社は、資金運用については短期的ものについては預金等に限定しております。
長期的なものにつきましては、投資有価証券取引を行っております。
また、当社は小売業者である為、売掛金になるものはクレジット取引による信販会社向け債権が多
く、卸売事業による売掛金は与信管理によって、リスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行って
おります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成25年6月30日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（単位:百万円）
項目 貸借対照表計上額（※６） 時価（※６） 差額

(1) 現金及び預金
(2) 売掛金（※１）

貸倒引当金

(3) 一年内回収予定長期貸付金（※２）

貸倒引当金
11 11 △ 0

(4) 未収入金（※３）
貸倒引当金

―
(5) 投資有価証券
(6) 長期貸付金（※４）

貸倒引当金

(7) 長期未収入金（※５）
貸倒引当金

(8) 敷金保証金

(9) 買掛金
(10) 未払金
(11) 未払費用
(12) 預り金
(13) 長期未払金

※１.売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※２.一年内回収予定長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※３.未収金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※４.長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※５.長期未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。
※６.負債に計上しているものについては、（　　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
（１）現金及び預金、（２）売掛金、（４）未収入金、（９）買掛金
（１０）未払金、（１１）未払費用、（１２）預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

（５）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（３）一年内回収予定長期貸付金及び（６）長期貸付金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で
割り引いて算定する方法によっております。

（７）長期未収入金
　　これらの時価については、回収される金額を一定の利率で割り引いて算定する方法によってお

ります。
（８）敷金保証金

敷金保証金の時価の算定については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指
標に、信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算出しております。

（１０）未払金、（１３）長期未払金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

該当事項はありません。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位:百万円）

項目 貸借対照表計上額（※２）
（1） 投資有価証券
（2） 関係会社株式
（3） 長期貸付金（※１）

貸倒引当金

（4） 長期未収入金（※１）
貸倒引当金

（5） 敷金保証金（※１）
貸倒引当金

（6） 破産更生等債権（※１）
貸倒引当金

（7） 長期未払金
(8) 長期預り金
※１．長期貸付金、長期未収入金、敷金保証金及び破産
　　　更生等債権につきましては個別に計上している
　　　貸倒引当金を控除しております。
※２．負債に計上しているものについては、（　　）で示しております。

（１）投資有価証券、（２）関係会社株式、（３）長期貸付金、（４）長期未収入金
（５）敷金保証金、（６）破産更生等債権、（７）長期未払金及び（８）長期預り金

これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることができません。
したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の表示をしておりません。
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（６）賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では、北海道その他の地域において、賃貸用の土地、建物を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

　　　 額であります。

（注2）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（

　　　 指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（７）税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

(1) 流動の部　

流動資産「繰延税金資産」
未払事業税否認額 46百万円
たな卸資産 189百万円
未払事業所税 35百万円
未払費用 43百万円
未払金 270百万円
長期未払金 25百万円
一括償却資産 13百万円
繰越欠損金 433百万円
その他 11百万円

繰延税金資産（流動）合計 1,065百万円
　　　
流動負債「繰延税金負債」
　　　
繰延税金負債（流動）合計 ―百万円
繰延税金資産の純額 1,065百万円

(2) 固定の部　
固定資産「繰延税金資産」

長期未払金 354百万円
貸倒引当金 537百万円
減価償却限度超過額 721百万円
繰越欠損金 4百万円
環境対策引当金 30百万円
未払金 37百万円
未収金 100百万円
その他 27百万円

繰延税金資産（固定）小計 1,810百万円
評価性引当額 △1,714百万円

繰延税金資産（固定）合計 96百万円

固定負債「繰延税金負債」

繰延税金負債（固定）
その他 △111百万円

繰延税金資産（固定）の純額 △15百万円

（８）リースにより使用する固定資産に関する注記

1.オペレーティング・リース取引

　賃貸借契約によるリース取引
　未経過リース料 １年内 1,214百万円

１年超 5,095百万円
合　　計 6,309百万円

（注）当社がオーナーと締結している賃貸借契約のうち解約不能条項　が付されているものに
　　ついて記載しております。

（９）資産除去債務関係

当事業年度末（平成25年6月30日）
① 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要
営業店舗施設の定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から31年と見積り、割引率は2.15％を使用して資産除去債務の
金額を計算しております。

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 26百万円
時の経過による調整額 1百万円
資産除去債務の履行による減少額 -
期末残高 27百万円

② 資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
　当社において、事業用定期借地権及び定期建物賃貸借契約以外の不動産賃貸借契約につい
ては、退去時に原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使
用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定もないことから、資産除去債務を合理
的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりませ
ん。

貸借対照表計上額

4,081 5,008

時価



1．親会社 （単位：百万円）

（注１）

親会社 ㈱ドン・キホーテ 被所有 ８，２７５ 買掛金 ２，７０２

　直接100.0％

ＣＭＳ預入（注３）(注６） ５，０１６

経費の立替 ５７

クレジット取扱 ６５

（注４）(注６）

2．子会社及び関連会社等

3.兄弟会社等 （単位：百万円）

（注１）

親会社の アクリーティブ㈱ ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ ２４１ 買掛金 ８８１

子会社 (注５）

4.役員及びその近親者が議決権の過半数を有する会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（注３）グループ内資金の円滑運用のためにＣＭＳ契約を締結し運用しております。約定利息は市場金利を勘案した率

　　　　ておこなっております。又、ドン・キホーテの基幹システム利用店舗店舗の売上金等は一旦ドン・キホーテに

　　　　預け入れを行っております。

（注４）クレジット取引に関し包括的加盟店契約を締結しております。取引条件等は他の業者に準じております。

（注５）同社のＦＰＳ（フレックス・ペイメントサービス）に伴う買掛債権に対する支払であります。

（注６）当該取引に係る取引金額は、純増減額を記載しております。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

の名称

1人

期末残高科目

事業上

商品の仕入

4人 預け金

（１０）関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等 議決権等の所有 取引の内容関係内容

の名称 （注２）（被所有）割合 兼任等 の関係

（兼任）

―

未払金 ８７８

期末残高

１５７

取引金額 科目

（被所有）割合 （注２）

取引金額取引の内容

役員の 事業上

役員の

属性 会社等 議決権等の所有 関係内容

買掛債務の支払(注６）

兼任等 の関係

（兼任）



１．１株当たり純資産額 ４８１，３５５，４４８円３２銭

２．１株当たり当期純利益 ２４，１３３，６３１円０１銭

　重要な子会社等の設立

当社は、ドン･キホーテグループの海外事業の本部として、株式会社ドン・キ

 ホーテインターナショナルと共同で、シンガポール共和国に海外事業持株会社

 Pan Pacific International Holdings Pte.Ltd.を設立いたしました。

（１）設立の目的

　今後、海外事業を本格的に展開するために、ドン･キホーテグループの海外での

 本社を設立し、機動的に経営にあたることが必要と考え、この度、アジアのハブ

 とも言うべきシンガポール共和国に、ドン･キホーテグループの海外本社である

 Pan Pacific International Holdings Pte.Ltd.を設立することとなりました。

（２）設立の概要

（1） 商号 Pan Pacific International Holdings Pte.Ltd.

（2） 主な事業内容 当社グループ会社の海外事業の戦略立案、経営指導、統括、管理

（3） 本店所在地 6001 BEACH ROAD #14-01 GOLDEN MILE TOWER SINGAPORE(199589)

（4） 代表者 Chairman：安田　隆夫

（5） 設立年月日 平成25年7月10日

（6） 出資年月日 平成25年7月22日

（7） 資本金 1,000千米ドル+１シンガポールドル

（8） 取得株式数及び 当社：6,000株(60.0％)

持分比率 株式会社ドン･キホーテインターナショナル：4,001株(40.0％)

該当事項はありません。

（１１）１株当たり情報に関する注記

（１２）重要な後発事象に関する注記

（１３）その他に関する注記


